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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【経常収支比率】
　人件費の削減や起債償還額の減少により、類似団体を下回っているものの、自主財源の確保に乏しく、収入全体の半分近くを普通交付
税に依存している状況にある。
　このため、更なる経常経費の削減や事務事業の見直しを行い、より一層の数値改善に努める。

【人件費及び人件費に準ずる費用】
　国の経済対策に関する臨時交付金を活用した普通建設事業に係る支弁人件費が大幅に増加したことから、類似団体を若干上回ってい
るが、集中改革プランに沿い、退職者不補充など定員管理の適正化を図り、目標値をクリアしている状況にあることなどから、今後も適正
な給与水準の維持と賃金等の抑制に努める。

【公債費及び公債費に準ずる費用】
　過去に実施した大型の公共施設建設事業及び下水道整備事業に係る既往債の償還が多額であったため、類似団体よりも高い数値を示
しているが、起債の償還は既にピークを過ぎており、年々減少していくことが予想される。
　このため、更なる数値の改善を目指し、後世への負担を少しでも軽減できるよう、新規起債の発行については、より一層計画的に進めて
いく必要がある。

【普通建設事業費】
　国の経済対策に関する臨時交付金を活用し普通建設事業を行った結果、平成１８年度以降、減り続けた普通建設事業費が大幅に増加
した。類似団体と比較しても差ほど数値に開きはないが、事業費の増加は臨時交付金を活用した一時的なものであり、今後の投資的事業
については、町の総合計画を遵守しながら計画的に進める。
　



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 695,505 185,270 175,420 5.6
賃金（物件費） 41,165 10,966 13,854 ▲ 20.8
一部事務組合負担金（補助費等） 124,766 33,235 27,797 19.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,293 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 25,771 6,865 8,199 ▲ 16.3
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 37,941 10,107 4,740 113.2
▲退職金 ▲ 67,366 ▲ 17,945 ▲ 18,656 ▲ 3.8
合計 857,782 228,498 213,646 7.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 21.31 19.44 1.87
ラスパイレス指数 93.7 93.5 0.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

913,944 243,459 171,123 42.3

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 201,586 53,699 31,600 69.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

9,944 2,649 8,851 ▲ 70.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

27,755 7,393 5,615 31.7

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 68 -

▲特定財源の額 ▲ 66,104 ▲ 17,609 ▲ 8,610 104.5
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 678,057 ▲ 180,623 ▲ 137,849 31.0

合計 409,068 108,969 70,799 53.9

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,470,264 352,581 105.2 172,020 ▲ 0.3 105.5

うち単独分 188,738 45,261 ▲ 5.4 77,280 ▲ 13.3 7.9

992,575 244,597 ▲ 30.6 155,309 ▲ 9.7 ▲ 20.9

うち単独分 329,755 81,260 79.5 69,293 ▲ 10.3 89.8

733,396 186,047 ▲ 23.9 161,387 3.9 ▲ 27.8

うち単独分 199,643 50,645 ▲ 37.7 66,794 ▲ 3.6 ▲ 34.1

593,247 154,371 ▲ 17.0 176,539 9.4 ▲ 26.4

うち単独分 208,224 54,183 7.0 75,430 12.9 ▲ 5.9

1,060,903 282,606 83.1 262,834 48.9 34.2

うち単独分 560,985 149,437 175.8 147,509 95.6 80.2

過去５年間平均 970,077 244,040 23.4 185,618 10.4 13.0

うち単独分 297,469 76,157 43.8 87,261 16.3 27.5
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